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2C18 環境知識の差が 商品購買意欲に 与える影響 
～大学生をタ カ象 とした ア ングート調査ょり ～ 

0 横山重宣，杉原太郎，井川康夫 ( 北陸先端科学技術大学院大 ) 

1. はじめに の 購入の促進や 古紙回収等の 個人行動の参加に 影 轡を与 

第 2 次世界大戦後から 1970 年代初頭までの 代表的な 凍 えると述べた [5lo Be 轄 ㏄と Corb 血は 、 ェコ 行動実践 度 、 

境 問題は、 熊本水俣病、 新潟水俣病、 イタイイタイ 病、 四 コスト負担行動に 対する有効性認知の 影饗を分析し、 有効 

口布喘息のいわゆる 四大公害事件」であ る。 この四大公 性認知が高くなるほど、 環境配慮製品に 対するコスト 負 許 

善事件の原因は 汚染源が明確であ り、 規制により汚染源の 容 度も高くなり、 環境配慮行動も 行いやすくなるという 事 

根幹を断ち切る 事で解決できた。 しかし、 1980 年以降の を見出している [6]0 

環境問題は地球温暖 ィ ヒや酸性雨、 ゴミ問題等に 代表される 

ように、 被害が表出化するまでにあ る程度の時間がかかっ 2.2% 坑 ラベルの認知度と 理解度 

ている上に、 汚染源が特定しにくく、 汚染の影饗は 地球規 現在、 消費者と企業との 間で行われている 代表的な環境 

模にまで広がりを 見せている [11 。 現代の環境問題は 時間 コミュニケーションには、 環境ラベルがあ げられる。 

的・空間的にも 広範であ ることに加え、 発生源の特定が 困 環境ラベルとは、 「製品やサービスの 環境側面について、 

難になってきているのであ る。 この問題を解決していくに 製品や包装うベル、 製品説明書、 技術報告、 広告、 広報な 

は、 多くの人達が 環境配慮を意識することが 大切であ る。 どに書かれた 文言、 シンボルまたは 図形・図表を 通じて 購 

そのために、 製品やサービスの 環境配慮に関する 正確な情 八者に伝達するもの」であ る [3]0 

報を行政・企業・ 消費者が共有しっ つ 相互に意思疎通を 図 日本環境協会の「エコマーク 商品に関する 消費者認知 

る環境コミュニケーションが 重要であ るといえる [2][3]0  度・信頼性調査」 [7] によると、 環境ラベルの 認定制度を 

文献 W4] にまとめられた 環境省の「環境にやさしいライ 知っているかという 問いに対して、 「知っている」と 回答 

フスタイル実態調査 国民調査の結果」によると、 日常生 した人は 66.% 乃であ った。 一方、 環境ラベルを 理解できる 

活 に影 饗を 及ぼす情報や 購入する製品やサービスの 環境 かという問いに 対して、 「理解できる」と 回答した人は 

に関する情報について 消費者は大変関心があ ると共に、 現 41. 下ぬに 留まった。 

状の環境情報量には 満足していないという 結果が出てい つまり、 現況では、 消費者の環境ラベルの 認知度は高く 、 

る 。 これは、 行政・企業と 消費者の間の 環境コミュニケー 環境コミュニケーションを 行うには最適なツールであ る 

ションが不足している 事を意味している。 そこで本稿では、 にもかかわらず、 理解度が低いために 有効性認知を 与える 

これらの間の 環境コミュニケーションを 円滑にするため 、 ソールとして 機能しているとは 言いがたい。 

に 、 環境知識量 ( 環境配慮に関する 知識量 ) の差が商品購 

買 意欲に与える 影笹は ついて調査する 事を目的とする。 環 2.3% 境 ラベルを用いた 有効性認知への 取り組み 例 

境 知識見や商品購買意欲を、 環境ラベルを 用いたアンケー 環境ラベルが 有効性認知を 与える事ができるかどうか 

ト調査により 明らかにする。 消費者は大学生で 代表させた。 を検討した調査に、 日本広告業協会が 2 ㏄ 4 年 8 月に行っ 

た POP( 店頭販促広告 ) の効果に関する 試験があ る [8L 。 それ 

2. 珪坑 ラベル によると、 例えば、 トイレットペーパ 一の場合、 POP に「 牛 

2.1 有効性認知 乳 パック 30%  再生紙 70% 使用」と示した A タイプと、 「 牛 

環境配慮の購買行動の 規定要因として、 「環境問題にお 乳 パック 3%  再生紙 7 ㎝。 使用」に加え、 「森林を守るリ 

ける有効性認知」があ る。 有効性認知について、 西尾は 、 サイクル商品です」と 分かり易く環境保全効果を 示した B 

「あ る行動を実践する 事があ る環境問題の 解決に有効で タイプの購買について、 商品 棚に Ⅰ り P の無い通常店舗で 

あ ると感じる主観的な 知覚の程度を 指す」と説明すると 共 の購入率 ( レジ通過延べ 人数に対する 売り上げ個数 ) を 

に、 有効性認知を 高めるには、 分かり易く製品の 環境情報 100 とした購入指数で 比較した場合、 A タイプで購入指数 

を 明示する事が 必要と述べた [2] 。 が 101.g 、 B タイプで 105.7 になった。 この他に、 食品 保 

また、 E ℡ m らは、 有効性認知を「個人の 努力が環境問 存ラップや水切りゴミ 姥等でも試験をしたが、 同様に B タ 

題の解決に有効かどうかの 程度」と定義し、 環境配慮製品ロ イ ブ の方が A タイプよりも 購入指数が増加した。 
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つまり、 環境問題の有効性認知を 考慮し、 分かり易く環境 

保全効果まで 根拠と併せて 伝われば、 購買意欲が増す 事 

が実証されたといえる。 

3. アンケート調査 

本稿の目的であ る大学生における 環境知識が購買意欲 

へ 及ぼす 影 辞を調査するために、 アンケート調査を 実施し 

たその概要を 表 1 に示す。   

表 1 : アンケート実施内容 

豊干 ナ 7 月 19 日 

平均年齢 20.9 歳 

対象 大学生・大学院生 
人数 95 名 

配布 時 

3.1 アンケート内容 

設問 1 には、 環境知識を問 う 設問を設定した。 対象とし 

て環境ラベルを 取り上げた。 環境ラベルは、 環境省の環境 

データベース [3U より、 浸透度の高いと 考えられる環境 う 

ベルから低いと 考えられるものまでの 合計 6 種類選択し 

た。 選択したラベルを 表 2 に示す。 そして、 6 種類のうベ 

ルごとに 5 つの選択肢を 用意し、 問題として提示したラベ 

ルが実際にどの 商品群に使用されているのかを 問い、 正し 

いと用、 ぅ 商品 1 っを 選択させた。 

設問 2 は、 図 1 のようなうベルを 提示して購買意欲の 増 

加の有無を問 う ものとした。 

対象商品として、 「 2 ㏄ 2 年度エコマーク 商品の消費者モ 

ニタリンバ調査および 認知度・信頼性調査」 m7 応にあ る、 

「今後環境ラベルをつけて 欲しい商品」の 上位 3 カテゴリ 

ー、 「日常雑賀、 自動車、 家電製品」の 中から計 20 品目を 

選定した。 そして、 カテゴリ一別に 図 1 の様な有効性認知 

を考慮したラベルを 提示し、 そのうベルを 見て購買意欲が 

増加したかを 問い、 増加した場合には「はい」に 増加しな 

いならば「 い いえ」を選ばせた。 そして、 「は い 」と回答 

した人に対して、 目安の価格に 対して何 % の上乗せ価格 ま 

でなら購入するのかを 答えさせた。 さらに、 提示した a ～ 

Ⅰのいずれのうベル 項目を重視したのかを 複数回答で選択 

させた。 

表 2 : 環境知識量の 測定に使用した 環境ラベル 

  
  

図 1 : 提示したラベルの 例 ( 日用雑貨 ) 

3.2% 坑 知識Ⅰについて 

本稿では、 設問 1 で使用した表 2 の環境ラベルに 重み付 

けをし、 その総和を回答者の 環境知識量とした。 算出方法 

は、 式 (1) 、 式 (2) を用いた。 環境知識量は 、 0 ～ 21 点 

で表現される。 

ここで環境ラベルの 重み付けについて 説明する。 設問 1 

で使用した環境ラベルの 詳細情報を表 3 に示す。 表 3 の詳 

細情報を元に、 施行年度、 運営主体の強制力、 製品の身近 

さ、 認定数または 出荷数に対し、 それぞれ O ▲ X の 3 段階 

で評価した。 3 段階に分けた 評価指標を表 4 に示す。 そし 

て 、 0 を 2 点、 ▲を 1 点、 X を 0 点とし、 環境ラベルに 対 

する世間への 認知度を算出した。 この世間への 認知度と環 

境ラベルの正解人数とを 比較した結果と 重み付けの結果 

を、 表 5 に示す。 環境ラベルの 世間への認知度が 高くなる 

につれ、 環境ラベルの 正解者も増加しているといえる。 そ 

こで、 正解人数の多い 環境ラベルから 順に 1 から 6 と重み 

付けをした。 その重みと計算式 Wl) と (2) より環境知識量を 

算出した結果を 表 6 に示す。 満点を獲得した 回答者はおら 

ず、 最高で 15 点であ った。 また、 全体の 73% が 7 点以下 

であ った。 

 
 （

（
 

I
 
2
 

合
 
)
 

場
 

 
 

  答
 ）
 

レ
 
辞
 ・
 
一
 

Z
 
 ㍗
 
Ⅴ
 

w
,
 ，
 
 
  
 ん " こ回答者 m の 味坑 九 % ユ   

叶 - 回答者 沖 の 瀋目 の 奈坑 ラベルに対する 回年 

w   ヰ % 目 の 升坑 ラベルの 且み 

表 3 : 環境ラベルの 詳細情報 
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表 4 : 環境ラベルの 評価指標 

施行年度 I 施行年度の古い 順 

運営主体の強制力 l 国、 国に準ずる機関、 その他の順 

製品の身近さ 大学生の使用頻度 

認定数また出荷数 数の多 い 煩から 3 分の 1 ごと 

表 5 : 環境ラベルの 重み付け 
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表 6 : 環境知識量と 人数 加 するに つ れて、 購買意欲も増加する 傾向が見られ、 相関 
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3.3% 坑 知識Ⅰと購買意欲増加の 有無について 
対象とした 20 品目の購買意欲増加の 有無に対して、 X2 

検定を行った 結果を表 7 に示す。 図 1 で提示したラベルの 

効果があ った ( 「はい」が「いいえ」を 上回った ) 商品と 

して、 日用雑貨品の「台所系洗剤 (X2(1 戸 34.6, 戸 0 ・ 01) 、 洗 

濯 ・掃除系洗剤 (X2(1) Ⅰ 29.0 ， 戸 0.01) 、 シャン プ Ⅰボディ 

ーソープ等の 体を洗 う 石蝋 x  2(1)=  22.4, 戸 0 ・ 01) 」、 「自動 

屯 X2(1 戸 31.8, 卜 0 ・ 01) 」、 家電製品の仕アコン (X  2  (1) 

二 34.6,p  く 0 ・ 01) 、 テレ 町 X  2(1)  =  10 ・ 7, 卜 0 ・ 01) 、 冷蔵 庫 

(X  2  (1)  二 20 ・ 9, 戸 0 ・ 01) 」の計 8  品。 目があ げられた。 これら 

は 、 「詰め替え商品」 ( 日用雑貨 ) や省燃費・省エネ」 ( 自 

動車、 家電製品 ) のように環境への 貢献が実感できる 商品 

であ る。 

購買意欲が増加しなかった ( 「いいえ」が「はい」を 上 

回った ) 商品として、 日用雑貨の「歯ブラシ・ 歯磨き粉」 

(xw(1 准 4.5, 卜 0 ・ 05) 、 「履物」 (Xw(1 戸 32.7, 卜 0 ・ 01) 、 「衣類」 

(X2O1 片 30.8, 卜 0.01) 、 「寝具・カーテン」 (X2(1) Ⅰ 24.0 ， 戸 0.01) 、 

「食器」 (x- (1) 司 2.9, 戸 0 ・ 01) の 4 品目があ る。 この 4 品 

目は、 直接体内に入れる 商品 ( 歯 プラシ・歯磨き 粉 ) や食 

品が接触する 商品 ( 食器 ) 、 個人の趣味やファッション 性 

の 高い商品 ( 衣類、 履物、 寝具・カーテン ) であ り、 環境 

配慮が実感しにくい 商品であ る。 この様な商品は、 消費者 

に受容されにくい 環境配慮製品として 西尾が説明する「 ェ 

コ 製品を購入する 際に新たな手間や、 労力がかかり、 その 

購入や使用に よ り地球環境に 対して、 どの様な貢献をして 

いるのかを実感し 難い製品」 [9] であ り、 ラベルの効果が 

薄い結果は妥当なものと 言える。 

次にラベルの 効果があ った商品と環境知識量の 関係に 

ついて考える。 表 6 の環境知識量と 表 7 のうベルの表示に 

よる購買意欲増加の 有無との関係に 対して x2 検定を行っ 

た 。 その結果、 環境知識量とうベルの 表示による購買意欲 

増加の有無との 関係に有意水準 5% が認められた 商品と 

係数も 0 ． 43 と中程度の相関であ った。 「洗濯・掃除系洗剤」 

にも同様の傾向が 見られ「シャンプー・ボディーソープ 等 

の体を洗 う 石鹸」には相関係数 0 ． 37 と弱い相関があ った。 

「シャンプー・ボディーソープ 等の体を洗 う 石鹸」に関し 

ては弱い相関であ ったが、 これら 3 商品は、 20 品口目中止 

較 的安価な部類であ り、 直接皮膚に触れる 機会が多い商品 

であ り、 使用頻度が高く 購入頻度も高い。 さらに詰め替え 

商品があ り、 コストベネフィットが 高く環境への 貢献が実 

感できる商品であ る。 

環境知識量と 上乗せ価格の 散布図を作成したものが 図 

3 であ る。 この図においては、 価格上乗せ率 65% という回 

答者が数名おり、 更なる分析と 検討の余地があ るが、 現時 

点におい環境知識量と 価格上乗せ率には 関係が見られて 

おらず、 相関係数も 0 ． 12 とほとんど相関が 無い。 従って、 

環境知識量と、 価格上乗せ率には 関係が無いといえる。 絶 

対的には、 分布が、 0% ～ 20% の辺りに集中しており、 環 

境 知識量に関係なく 10% から 2wo の価格上乗せ 率が許容 

範囲であ る事がわかる。 これらの結果は、 「洗濯・掃除系 

洗剤」、 シャンプー・ボディーソープ 等の体を洗 う 石鹸」 

も同様の傾向であ った。 

表 7: ラベルの表示による 購買意欲増加の 有無   
。 "" 滅 "   

' 。 '""" 糸締 。 "' 
""1 一   

米下 0-01"" 、 戸 0.05 に " マーク。 無印 :ns 

表 8      環境知識量と 購買意欲の関係 ( 台所系洗剤の 場合 ) 

して、 「台所系洗剤 (x2(14)  二 26.6, 卜 0 ・ 05L 、 洗濯・掃除系 

洗剤 (X2  (14)  =26.6, 戸 0 ・ 05) 、 シャンプー・ボディーソー 

プ等の体を洗 う 石鹸 (X2  (14)  Ⅰ 26.7, 卜 0 ・ 05) 」があ り、 

その他は有意差が 認められなかった。 

環境知識量と 購買意欲の相関関係を 見るため、 購買意欲 

増加に「は い 」と回答したら 1 点、 「いいえ」ならば 0 点 

という点数を つ け同じ環境知識量ごとに 加算し、 それを同 

じ環境知識量の 人数で割り、 平均点を算出した。 本稿では 

結果が顕著に 出た台所系洗剤を 例として取り 上げた。 この 

結果を表 8 に示す。 表 中の環境知識量と 平均点の関係を グ 

ラフにしたものが 図 2 であ る。 この図から、 環境知識が増 
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l 「     庁表 「 弍何     フィットが高く 環境配慮が実感できる 商品であ ると考え 
    
文杖 

られる。 加えて、 購買時に重視したラベル 項目の結果から、 

の 0 ， 4     回答者は商品のコスト ベネ 、 フィットや廃棄時の 環境配慮 
京 02 

  方法などを重視しているといえる。 
0 2 4 6 8 10 12 14 一 

5. まとめと今後の 課題 

図 2 : 台所系洗剤における 環境知識 且と 購買意欲の有無との 関係 アンケート調査によって、 環境配慮が実感できる 商品に 

おいてラベルの 効果があ る事や、 環境知識量が、 購買意欲 

                                                                                                                              。 一旬 弗 の 増加に影螢を 与える商品は、 日用雑貨の一部であ る事が 
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